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要約

本研究は、 1980年代後半にみられた、東京大都市圏内部の人口移動パターンの実態を、

総務庁統計局『平成2年国勢調査報告第7巻』の非収録データに基づいて明らかにした。

1985-90年の東京大都市圏の人口移動は、大都市圏外部に対して大幅な転入超過を示

したが、その多くは、 1990年時点において15-24歳の年齢層の大都市圏外部からの転

入であり、主に、区部西部、多摩近郊地域がその受け皿となっていることがわかった。し

かし、これらの地域は、総転入・転出人口でみると転出超過地域であり、 25歳以上の年

齢層において、東京大都市圏内部への転出が卓越している。

総数でみた場合の大幅な転入超過は、多摩南部、川崎市北部・横浜市北部、千葉県西部、

埼玉県南央部・埼玉県南東部などでみられる。これらの地域は、大都市圏外部からの青年

層に加え、区部西部や多摩近郊からの25歳以上の年齢層のライフステージの変化に伴っ

た転入が卓越した地域であるといえる。その結果、これらの地域の年齢階級別転入・転出

人口は、 25-39歳、 5-9歳人口の大幅な転入超過が特徴的である。

さらに、これらの東京大都市圏内部での人口移動パターンと通勤流動ノfターンの関係を

明らかにすることを試みた。その結果、 25-39歳の就業者の区部縁辺部から区部周辺へ

の居住地移動は、その大半が、主に区部、とりわけ都心3区である就業地を変更しないも

のであることがわかった。それゆえ、東京大都市圏内部での居住地移動を考える場合、移

動者である就業者の就業先がその転出先に大きな影響を与えているものと考えることがで

きる。

1 .はじめに

成長期には、大都市圏から非大都市圏への人口流

出の増大、大都市圏内・大都市圏間移動の増大、県

内市町村間移動の増大、などが指摘されるように

わが国の戦後の圏内人口移動は、非大都市圏から なった(黒田、 1976)。さらに、 1970年代には移

大都市圏への人口移動を主流としてきたが、高度 動者数自体の減少や、非大都市圏から大都市圏へ
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の転入超過の減少がみられ、転入・転出が均衡す

るまでとなった。その後、 1980年代には、再度、

大都市圏への転入超過がみられるようになるが、

1990年代には、転入超過は減少し、総務庁統計局

『平成6年住民基本台帳人口移動報告年報』では、東

京大都市圏においても、初めて転出超過がみられ

るに至った(石川、 1994)。

本研究は、こうしたわが国の国内人口移動の動

向の中で、 1980年代後半に、東京大都市圏内部で

みられた人口移動パターン(居住地移動)を明ら

かにする。そこでは、東京大都市圏内部と大都市

圏外部との関係、各市区町村の年齢階級別転入・転

出入口、大都市圏内部の市区町村間人口移動の実

態をみていく。そして、さらに、就業者の居住地

移動に着目する。それは、大都市圏内の居住地移

動の多くが、就業者を含む世帯の移動であり、そ

の移動が当該就業者の就業地の位置関係によって、

大きく影響を受けていると考えられるからである

(東京都、 1993)。

2.対象地域と資料

東京大都市圏の範域設定に関しては区部への就

業依存率を用いるなど様々な議論がある。しかし、

年次による変化をみること、都県単位の資料的制

約があることなどから、本研究ではかなり広い範

域である都心3区からほぼ100km圏に相当する、

東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県の全域と、茨

城県南部の1都4県を含んだ範域(1990年時点に

おいて321市区町村)を東京大都市圏とする(図

1)。

資料としては、総務庁統計局『平成2年国勢調査

報告第7巻人口移動集計結果』、同『昭和60年国勢

調査報告第6巻従業地・通学地別集計結果』、同『平

成2年国勢調査報告第6巻従業地・通学地別報告集

計結果』を用いる。特に総務庁統計局『平成2年国

勢調査報告第7巻人口移動集計結果』の非収録デー

タ(磁気テープ)からは、全市区町村の男女別5歳

年齢階級別転入・転出人口(現住所、白地区内、区

内、県内、他県)と、市区町村閣の男女別総人口

移動数、男女別15歳以上就業者移動数を把握する

ことができる。この人口移動データは、平成2年10

月現在、 5年前にどこに住んでいたかを問うもので、

1985-90年の5年間の人口移動を指し示すことに

なるが、この聞に行われた居住地移動はとらえる

ことができない。また、市区町村間15歳以上就業

者移動数は、 1990年時点における就業者のうち5

年前と現住地が異なるものを指し、 1985年時点で

は就業者でなかった者も含まれることになる。英

国では10年ごとのセンサスにおいて、前回調査に

おける就業状態を知ることができるが、日本にお

いては、そのようなパネルデータは存在しない。

この非収録データは、近年の全市区町村聞の人

口移動パターンを明らかにすることができる唯一

のものである。しかし、データ量が膨大であるこ

とから、これまで詳細な人口移動の分析には用い

られてこなかった。唯一、矢野(1994)は、この

データを集計して、東京大都市圏の居住地移動の

都市内部システム的解釈を試みているが、市区町

村間人口移動そのものを用いたものはみられない。

3.東京対附圏における都市内部人口移動

1970年代の東京大都市圏の都市内部人口移動に

関しては、渡辺(1978)が、ライフステージに伴

った居住者の住替え構造の存在を模式化している。

そこでは、1)高卒期の18-19歳の地方人口の都

心・下町地域への流入、 25歳までの既成市街地内

への分散、 2)全体として内周部から外周部へ移動

する、 25-30歳人口の既成市街地内の民間アパー

トにおける住替え、 3)30歳前後における居住ス

ペースの拡大を図った、結婚とそれに続く出産な

どを契機とする既成近郊地域への移動、 4)子供の

成長期にあたる30歳代の人口の一部にみられる、

既成近郊地域より既成遠隔地域への持ち家獲得の

住替え、 5)40歳代以降にみられる近郊地域から既

成市街地への逆移動の存在、といった都市内部人

口移動の様式が説明されている。以下では、この

渡辺のモデルを部分的に援用しながら、 1980年代

後半における東京大都市圏の都市内部人口移動の

実態をみていくことにする。
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3. 1 東京大都市圏外部との転入・転出人口

1985-90年の5年間に、東京大都市圏全体の大

都市圏外部からの転入人口は221.3万人で、大都

市圏外部への転出入口は 125.9万人であった。そ

の結果、 95.4万人の転入超過がみられ、大都市圏

外部からの転入人口のかなりの数が大都市圏に滞

留していたことを示唆する。

東京大都市圏全体の人口は、 1980年に2，972万

人、 1985年に3，147万人、 1990年に3，301万人

と着実に増加しているが、 1980-90年間の大都市

圏全体の5年ごとの5歳年齢階級別人口の推移をみ

てみると(図2)、年齢階級でズレもみられる。 1990

年時点、において、 30歳以上と 14歳以下の年齢階級

は、ほぼ安定してコーホートが推移しているのに

対し、 20-24歳の年齢階級で人口増加がみられた。

〈

E 

-<1 

5 10 15 20 25 30 3暗 40 45 50 55 60 65 初 15ω 街
5歳年齢階級

F元面Oli'二1扇瓦τl画面玄h

図2 東京大都市閣の5歳年齢階級別人口の推移

1990年時点において、団塊の世代は、 40-44歳

の年齢層に、そして、その子供にあたる第二次ベ

ビーブームの世代は15-19歳の年齢層に含まれて

いる。それゆえ、かかる20-24歳の年齢層の転入

超過の多くは、転入時期(1985-90年)において、

第二次ベビーブームの世代の一部を含んだ15-19

歳の年齢層に対応するものであり、大都市圏外部

の高卒者が、大学・短期大学への進学あるいは専

修学校への入学、さらには就職目的で大量に東京

大都市圏に流入していることをうかがわせる。

そこで、各市区町村の東京大都市圏外部からの

転入人口と東京大都市圏外部への転出入口の差で

ある転入超過をみてみることにする(図的。全国
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白 2醐 10 5ωo 
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図3 東京大都市圏外部からの転入超過数(人)

の市区町村間人口移動から、総数での転入・転出

人口はとらえることができるが、年齢階級別の市

区町村間人口移動は表章されていないことから、い

ずれの年齢階級が転入超過かどうかは直接的に把

握することはできない。総数での具体的な数字を

あげると、世田谷区 (30，756人)、杉並区 (26，589

人)、横浜市緑区 (25，222人)、市川市 (24，115人)、

船橋市 (20，995人)、千葉市 (20，752人)で2万

人以上の、そして、八王子市、相模原市、つくば

市、埼玉県南央部、千葉県西部で1万人以上の転入

超過がみられる。なお、大都市圏周辺部の千葉県

東部や南部には、千人未満の大都市圏外部への転

出超過地域が存在するが、これは、大都市圏外部

の隣接中心地への移動によるものなどが考えられ

る。

渡辺(1978)にしたがえば、これらの大量の転

入超過のみられた地域からの大都市圏内部への転

出が、東京大都市圏の都市内部人口移動を引き起

こす原動力であると考えることができる。

ここで、これらの転入超過の年齢層を特定する

ために、 15-24歳の県外からの転入超過数をみて

みると(ただし、大都市圏外部のみから(へ)の

年齢階級別転入(転出)者数は把握することがで

きず、東京大都市圏内部の他県から(へ)のもの

も含まれることになる)、総数の転入超過の分布と

ほぼ同様の空間的分布を呈することがわかる(図

4)。それゆえ、東京大都市圏外部からの転入超過
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の大半が、高卒者を多数含む15-24歳の年齢層に

よるものといえる。また、大都市圏縁辺部に位置

する地域では、広範に転出超過の市町村が看取さ

れる。この転出超過は、前述のように、データの

制約から大都市圏内部の他県への転出も含まれて

おり、この年齢層における大都市圏縁辺地域から

転入超過地域への移動が卓越しているものと考え

られる。

しかし、東京大都市圏外部との関係において大

幅な転入超過を示した市区町村は、総数の各市区

町村の転入・転出人口からみると大きな違いがみ

られる。すなわちそれは、大都市闇外部からの転

入超過地域の内、区部(特に、区部西部)や多摩

近郊地域では、総数でみると転出超過を示すが、八

王子、横浜市緑区、相模原市、千葉東部などでは、

総数においても大幅な転入超過がみられるという

点である(図5)。

そこで、東京大都市圏外部からの転入超過が多

かった地域の中で、総数で転出超過となった世田

谷区(13112)と、総数においても大幅な転入超

過のみられた横浜市緑区(14113)について、年

齢階級別転入・転出人口の詳細をみてみることに

する(図的。

世田谷区は、総数では18，662人の転出超過であ

り、転入人口 197，222人のうち大都市圏外部から

の転入は、 90，210人と 45.7%占め、転出人口

215，884人のうち大都市圏外部への転出は、 59，454

。
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図5 東京大都市閣の転入超過数(人)
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図65歳年齢階級別転入・転出入口

人と27.5%に過ぎない。すなわち、大都市圏外部

からの転入者の多くが大都市圏内部に滞留してい

ることになる。次に、年齢階級別でみてみると、 20

-24歳の年齢層の転入人口が最も多く、その内訳

でも他県からのものが多い(ただし、この他県の

中には、前述のように東京大都市圏内部の東京都

以外の県からのものも含んでいる)。そして、転出

人口に関しては、 25-29歳の年齢層が多く、 30歳

代と逓減していく。したがって、世田谷区に代表

されるような地域は、東京大都市圏外部から大量
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の青年層を吸収する一方で、 25歳以上の年齢層に

おいて、それを上回る転出超過を大都市圏内部の

区部西部や区部周辺地域へ排出していることにな

る。

一方、横浜市緑区は、総数で42，723人の転入超

過がみられ、転入人口 123，328人のうち大都市圏

内部からの転入は75，954人と61.6%を占めてい

る。さらに、年齢階級別転入・転出入口をみると、

25-29歳と 5-9歳の年齢層の転入が世田谷区に

比べて多い。その結果、横浜市緑区ではすべての

年齢層において転入超過がみられている。すなわ

ち、横浜市緑区に代表されるような地域の場合は、

大都市圏外部からの青年層の受け入れと同時に、世

田谷区など大都市圏内部からの25歳以上の年齢層

も大量に受け入れていることになる。

これらのことから、渡辺(1978)が指摘したよ

うに、東京大都市圏内部での人口移動の基本的な

原動力は、大都市圏外部からの区部西部、多摩近

郊地域などへの、移動時において15-19歳の年齢

層の転入者であり、それに続く世代の区部周辺地

域への転出が東京大都市圏の都市内部人口移動の

卓越流であるといえる。

3. 2 大都市圏内部の転入・転出人口

対象となる5歳以上人口は、資料的には、現住地

人口(この5年間に居住地を変更しなかった非移動

者)、白地域内移動者(白市区町村内で居住地移動

を行った者)、他地域からの転入人口、の3種類に

分けられる。このうち、白地域内移動者と他地域

からの転入人口の和は、この5年間に住替えを行っ

て当該地域に居住する者である。したがって、そ

の5歳以上人口に占める比率は、その地域の流動性

の大きさを指し示すものといえる(図7)。

大都市圏全体のこの比率の市区町村単位でみた

平均は29.4%で、最大は千葉県印西町(12327)

の50.8%、最小は千葉県干潟町(12348)の4.7

%である。この流動性が40%を越える市区町村は、

人口規模が相対的に小さい場合は、千葉ニュータ

ウンのある印西町やパークシティ守谷のある守谷

町など、この聞に大規模住宅開発がみられた地域

であり、人口規模が10万人を越える場合は、区部

口 4哨6砧山5加い20附叫
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図7 転入人口比率(%)(含む自地区内移動)

西部と、区部周辺の浦安市、横浜市緑区、川崎市

多摩区・中原区・麻生区などである。これらの地

域は、居住地移動を行った人口の比率が高い新住

民の卓越する地域といえるが、その転入人口の年

齢層は、 25-29歳をピークとし、 5-9歳の幼少年

層の転入人口も卓越する。したがって、これらの

転入人口は、大学卒業者・就職者、あるいは結婚・

出産といったライフステージの変化に対応する区

部からの幼少者を伴う世帯の住替えを多数含んで

いるものと考えられる(図的。
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3. 3 市区町村間人口移動パターン

東京大都市圏内部での人口移動ノfターンをマク

ロにとらえるために、 1985-90年の5年間の市区

町村間移動のうち卓越する移動を示したものが図

9である。

図9 東京大都市圏の都市内部人口移動(人)

千人を超す移動は、東京大都市圏の中でも区部

西部を中心にみられ、区部西部での相互移動と、区

部から郊外へ放射状に延びる鉄道網に沿う形での

移動の帯が確認できる。この図は、方向が示され

ていないが、基本的には、中心の区部から郊外方

向への移動が卓越している。また、千葉市を中心

とした千葉市から転出する移動パターンも識別さ

れる。

転出元の各市区町村の人口規模が異なるが、よ

り詳細に都市内部人口移動をみるために、 5千人を

越える移動に対して矢印を付けた(図10)07千人

を越す上位の移動をあげると、品川区→大田区

(8，882人)、江東区→江戸川区 (8，842人)、渋谷

区→世田谷区 (8，418人)、目黒区→世田谷区 (8，343

人)，板橋区→練馬区 (8，308人)、市川市→船橋市

(8，095人)、世田谷区→杉並区 (7，359人)、杉並

区→練馬区 (7，287人)、中野区→杉並区 (7，242

人)、世田谷区→横浜市緑区 (7，158人)、杉並区→

世田谷区 (7，126人)、町田市→相模原市 (7，022

人)、船橋市→千葉市 (7，020人)で、いずれも区

部外周に位置する区間の相互移動と都心から放射

図10 東京大都市圏(区部周辺のみ)の都市内部人口移動(人)

状の方向へ延びる鉄道沿線に沿ったより郊外へ向

けての移動が卓越していることがわかる。

東京大都市圏全体でみると、都市内部人口移動

は、都心から約50km圏内に卓越し、都心の就業

地域への通勤圏内であるといえる。さらに、都心

を飛び越える移動(例えば、区部西部から千葉方

面など)は少なく、都心からセクター的に郊外へ

向けた居住地移動が卓越していることがわかる。

1979-80年における東京都の年齢階級別人口移

動の主要な移動パターンと見比べると(矢野、

1988)、上にみられた都市内部人口移動は、 0-14

歳の幼少年層と30歳以上の壮年層の区部外周部で

の都心から放射状にのび、る鉄道路線網に沿った遠

心的な移動と、区部内部での相互移動として特徴

づけられる20歳代の青年層の移動にほぼ対応する

もので、 1970年代末にみられたものとほぼ同様の

傾向が看取される。したがって、東京大都市圏の

都市内部人口移動の基本的な構造は、この80年代

にも大きな変化がみられなかったといえる。

4.都市内部人口移動と通勤流動の関係

都市内部人口移動と通勤流動の関係については、

資料の制約もあって、従来それぞれ独立に扱われ

てきた。しかし、居住地移動を行う大半は就業者

であり、それが通勤流動の空間的パターンに変化

を与える大きな要因の1つであることは間違いない。
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ここで、ある期間の就業者については、以下の4つ

のタイプを考えることができる1); 1)居住地変更

なし・就業地変更なし、 2)居住地変更なし・就業

地変更あり(就業先の移転や、転職、退職、自宅

からの新規就業者など)、 3)居住地変更あり・就

業地変更なし(ライフステージの変化に即した典

型的な住替え、など)、 4)居住地変更あり・就業

地変更あり(就業先の移転に伴う居住地移動、新

規就業者など)。

ある2時点間の通勤流動の変化に影響を与えるも

のは、 2)-4)のタイプであるが、 2)のタイプは

1)と合わせて都市内部人口移動には影響を与えな

いものである。ただし、この様な都市内部人口移

動と通勤流動を組合わせた統計資料は存在せず、断

片的な実態がわかるのみである。

居住地を変更しなかった1)と2)のタイプの就

業者は、総務庁統計局『平成2年国勢調査報告人口

移動集計結果』の 15歳以上就業者の現住者から、

各市区町村ごとにその数をおさえることができる。

これによると、東京大都市圏の就業者1，692.3万人

の約68.8%にあたる 1，164.8万人が、 1985-90

年の聞に居住地を変更しない、1)と 2)のタイプ

の就業者に相当する。さらに、(財)労働法令協会

『平成2年労働統計年報』によると 1990年の全国

の15歳以上労働力人口に占める離職が5.0%、入

職が5.5%であることを考えると、大部分の就業者

は、この5年間に居住地も就業地も変更しなかった、

1)のタイプの就業者であるといえる。

これに対して、居住地を変更した3)と4)のタ

イプの就業者は、 527.5万人 (31.2%)である(こ

の中にはこの間の東京大都市圏外部からの就業者

も含まれる)。しかし、その中で4)の居住地と就

業地を同時に変更した就業者の数は正確に把握す

ることができない。東京都(1993)~平成3年東京

都の人口移動の実態』の都内問移動理由別人員構

成によると、「住宅事情J(34.5%)、「結婚等J(18.1 

%)、「生活環境J(11.5%)など、で過半数を占め、

「職業的理由J07.7%)による居住地移動は少な

く、 3)のタイプの就業者による就業地を変更しな

い居住地移動とが大半であるといえる。今、大都

市圏外部から転入した就業者が4)居住地変更あり・

就業地変更ありのタイプであると想定すると、そ

の就業者は125.7万人で、全就業者の7.4%にすぎ

ない。それゆえ、東京大都市圏の通勤流動パター

ンに大きな影響を与えるものは、区部から区部周

辺部へ住替えた就業者の居住地移動であるといえ

る。

1990年と 1985年それぞれの500人以上の市区

町村間通勤流動パターンを地図化したものが、図

11である。この間の大都市圏内部に常住する就業

者は、1.5279万人から1.692.3万人へと 164.5万

人増加しているが、いずれの年次も、区部から放

射状に延びる鉄道網に沿って、区部、とりわけ都

心3区に向かつて大量の通勤流入がみられることが

わかる。 1990年における卓越する市区町村開通勤

a) 1986年

b) 1990年
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図11 東京大都市圏の通勤流動(人)



矢野:1980年代後半の東京大都市圏における都市内部人口移動 43 

流動は、世田谷区→港区の43，433人を最大に、世

田谷区→千代田区 (38，306人)、世田谷区→渋谷

区 (35，748人)、杉並区→千代田区 (30，221人)

など、区部西部から都心への区部内部での通勤流

動が大半を占める。区部外部からの通勤流動では、

市川市→中央区 (25，074人)・千代田区 (21，498

人)、船橋市→千代田区 (23，909人)・中央区 (22，827

人)、千葉市→千代田区 (22，999人)・中央区 (20，381

人)など、千葉西部から都心への通勤流動が卓越

している。 1985年時点の卓越通勤流動も、 1990

年時点のものとほぼ同様で、区部西部から都心3区

への流動が上位を占める区部内部流動が卓越し、千

葉西部から都心への流動も多くみられる。

さらに、この5年間の変化をより詳細にみるため

に、通勤流動の増加量を示した(図12)。区部外縁

部から都心3区へ向かう流動の増加が顕著であり、

特に、江戸川区から都心3区への通勤流動の増加は

著しい。区部外部からの通勤流動の増加では、市

川市をはじめ松戸市、船橋市、千葉市などの千葉

西部から都心3区へ、浦和市、大宮市、川口市から

新宿区へ、横浜市緑区から都心3区・横浜市港北区

への通勤流動の増加が顕著である。 1985-90年に

は、 1986年の京葉線の旅客化、さらには 1990年

の東京駅乗り入れ、 1985年の埼京線の開業、 1990

年京王相模原線の橋本駅乗り入れなど、都心・副

都心と郊外を結ぶ通勤線の相次ぐ開業が、郊外か

ら区部への通勤流動をさらに増加させていったと

いえる(広瀬、 1992)。

図12 東京大都市圏の1985-90年間の通勤流動の糊虐ω

次に、都市内部人口移動と通勤流動の関係をと

らえるために、 15歳以上就業者の世田谷区から東

京大都市圏内部への人口移動と、 1985と1990年

時点における世田谷区からの通勤流動パターンの

変化を検討し、さらに、世田谷区から最も多くの

就業者を受け入れた横浜市緑区の、転入パターン

と横浜市緑区からの 1985、1995年時点における

通勤流動パターンの変化をみてみることにする。

世田谷区は、総数では前述のように18.7千人の

転出超過を示していたが、 15歳以上就業者では、転

入が118，706人、転出が135，993人の 17，287人

の転出超過である。世田谷区への転入は、区部か

らのものが卓越し、転出は、横浜市緑区・港北区、

町田市、調布市なと、南西方向への移動と、杉並区、

a)転入元

b)転出先

図13世田谷区の15歳以上就業者の転入元・転出先
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大田区、目黒区、渋谷区などの隣接する区部西南

部への移動が卓越する。また、都心を飛び越えた、

千葉西部への転出も若干みられる(図13)。これら

南西方向への転出先は、都心から世田谷区を通っ

て郊外へ延びる、東急、新玉川線・田園都市線、小

田急小田原線、京王本線などが通る地域であり、就

業者の主な就業先である都心への通勤の足として

利用している鉄道の都心と逆方向の沿線地域であ

る。

一方、受け皿としての横浜市緑区への就業者の

主な転入・転出パターンをみると(図14)、世田谷

区を中心とする区部西南部と、隣接する横浜市港

北区と川崎市宮前区からの転入が卓越し、転出は、

港北区と、世田谷区、宮前区、相模原市、八王子

a)転入元

b)転出先

図14横浜市緑区の15歳以上結集者鎌弘元・転出先(人〕

市に若干みられる程度である。

したがって、区部南西部に、大都市圏外部から

大量に転入した青年層は、世田谷区・杉並区を中

心とした区部西南部で居住地移動を繰り返した後

に、都心から西南方向の地域へ転出していると理

解することができる。

さらに、この閤の通勤流動の変化をみると(図

15)、1985年時点の世田谷区からの通勤流動は、港

区への40，565人を最大に、千代田区、渋谷区、中

央区、新宿区へ2万人を越す通勤者を発生させてい

る。この傾向は1990年時点においても大きな変化

はみられない。このことは、転出した就業者と転

入した就業者の就業地が、大きく変化していない

ことを示唆するが、より詳細には、この問、渋谷

a) 1985年

b) 1985-90年間の増加量

図15 世田谷区からの通勤流動(人〕
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区へ3，091人、港区へ2，868人の増加がみられ、千

代田区へは、逆に、 638人の減少がみられた。

これに対して、世田谷区からの転出が最も多か

った横浜市緑区の通勤流動パターンの変化をみて

みると、 1985年時点では、港区への 13，173人を

最大に、千代田区、渋谷区、中央区、大田区、中

央区、世田谷区、横浜市港北区に5千人以上の通勤

者を流出している。 1990年における通勤流動ノf

ターンは、世田谷区と同様に大きな変化はみられ

ないが、港北区への通勤者が3，409人増加したの

を最大に、港区 (3，120人)、渋谷区 (2，559人)、

千代田区 (2，226人)、中央区(1，854人)、世田谷

区(1，567人)と区部への通勤者を大幅に増大させ

ている(図16)。

a) 1985年

b) 1985~90年間の増加量

図16 横浜市緑区からの通勤流動(人)

これらのことから、区部から区部周辺へのお歳

以上の年齢層を中心とした就業者の都市内部人口

移動は、年齢的には、結婚・出産といったライフ

ステージの変化に即した、居住空間の拡大を図っ

たものと考えられるが、その転出は就業地を変更

しない居住地移動であるといえる。それゆえ、大

都市圏内部の人口移動パターンを理解するために

は、居住地移動者である就業者の就業先がどこで

あるかをみる必要がある。特に、区部からの転出

パターンが、都心とは逆方向の、放射状に延びる

鉄道沿線に沿ったセクター状であることは、転出

先の意志決定に関して、就業地の位置関係、空間

的な認知、住宅情報の偏在などの影響を示唆する

ものといえる。

5. おわりに

本研究は、 1980年代後半にみられた、東京大都

市圏内部の人口移動パターンの実態を、総務庁統

計局『平成2年国勢調査報告第7巻人口移動集計結

果』の非収録データに基づいて明らかにした。こ

の資料は、近年の全市区町村聞の人口移動パター

ンを明らかにすることができる唯一のものである。

しかし、データ量が膨大であることから、これま

で詳細な人口移動の分析には用いられてこなかっ

た。

この資料による分析の結果、東京大都市圏外部

から 15-24歳の年齢層が、主に、区部西部、多摩

近郊地域に大量に転入していることがわかった。し

かし、これらの地域は、総転入・転出人口でみる

と転出超過地域であり、 25歳以上の年齢層におい

て、当該地域から周辺地域へ転出超過がみられる

ことが確認された。

総数でみた場合の大幅な転入超過は、多摩南部、

川崎市北部・横浜市北部、千葉県西部，埼玉県南央

部・埼玉県南東部などの区部周辺地域でみられる。

これらの地域は大都市圏外部からの青年層に加え、

区部西部や多摩近郊からの25歳以上の年齢層のラ

イフステージの変化に伴った転入が卓越した地域

であるといえる。その結果、これらの地域の年齢

階級別転入・転出入口は、 25-39歳、 5-9歳人口
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の大幅な転入超過が特徴的である。

さらに、これらの東京大都市圏内部での人口移

動パターンと通勤流動パターンの関係を明らかに

することを試みた。その結果、 25-39歳の就業者

の区部縁辺部から区部周辺への居住地移動は、そ

の大半が、主に区部、とりわけ都心3区である就業

地を変更しないものであることがわかった。それ

ゆえ、東京大都市圏内部での居住地移動を考える

場合、移動者である就業者の就業先がその転出先

に大きな影響を与えているものと考えることがで

きる。

本研究では、 1980年代後半にみられた東京大都

市圏内部の人口移動の実態を明らかにしてきたわ

けだが、次の段階として、これらの都市内部人口

移動のモデル化が必要である。従来、居住地選択

モデルに関しては、集計されたレベルでは、空間

的相互作用が、個人・世帯レベルでは、非集計モ

デルが適用されてきたが、いずれにおいても、移

動者の多くが就業地を変更しない就業者であるこ

とを考えると、前住地における就業者の就業先が、

転出先の決定に大きな影響を与えるものといえる。

このよう前住地と就業地の位置関係を考慮した居

住地移動のモデル化は今後の課題としたい。

付記 本研究のデータは、立命館大学文学部地理

学教室のものを利用した。また、本研究は、 1995

年度文部省科学研究費補助金(奨励研究 (A))I就

業地を考慮した東京大都市圏の居住地移動のモデ

ル化J(代表者:矢野桂司)の一部を利用した。記

して感謝する次第である。

;主

1)このような考えは、柴崎ほか (1984)においてもみ

られる。
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The pu中oseof this paper is to investigate the experience of the intra-metropolitan 

migration in Tokyo Metropolitan Area in the late 1980s， drawing on Resu1ts of tabulation on 

intemal migration of 1990 Population Census of Japan. 

The intra-metropolitan migration system of Tokyo Metropolitan Area is characterized by 

two main features， in-migration from outside of this region and centrifugal out-migration from 

Tokyo City. The former is attributed to younger migrants， 15 to 24 years old， entering 

universities or looking for jobs. The latter， which is fueled by the former， involves relocation 
within Tokyo Metropolitan Area by people 25 years of age and over who tend to be single or 

young married couples with no chi1dren. Moreover， emigration from Tokyo City to suburbs 
inc1uding neighboring prefectures is usually done by households with children. 

The net migratory gains of people 15 -24 years old from the outside regions are taking 

place in the periphery and suburban areas of Tokyo City. The westem part of Tokyo City， e.g. 
Setagaya-ku， however， experiences the overall net migration losses. This is because 
out-migration of people 25 years old and over to neighboring suburbs is dominant. Therefore， 

the net migration of the suburbs of Tokyo City shows a very mixed picture composed of 

in-migrants from outside of Tokyo Metropolitan Area and from Tokyo City. 

Further attention is given to the relationships between migration flow pattems and 

commuting flow pattems. The increase of commuting flows from suburbs to Tokyo City Center 

in the late 1980s suggests that most of the migrants changed their residences but not their 

working plac四.The resu1ts of this empirical investigation point out that the spatial pattems of 

working places would have an important effect on the decision-making of residential choice. 




